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2025 年 5 月 30 日  

 

暮らし向きなどに関する調査について 

 

株 式 会 社  鹿 児 島 銀 行 

株 式 会 社  九 州 経 済 研 究 所 

 

[  調 査 の概 要  ]  

調 査 目 的  

 

 

 調 査 時 期  

調 査 方 法  

 

回 答 数  

回 答 者 属 性  

 

県 民 の 暮 らし向 きや収 入 、支 出 動 向 を調 査 し、消 費 の現 状 を把 握 するとと

も に 、 今 後 の 消 費 が ど のよ うに 変 化 し て い く か 見 通 し を 示 し 、 卸 ・ 小 売 事 業

者 などの事 業 活 動 に利 用 してもらうことを目 的 とする。  

202 5 年 5 月 上 旬  

南 日 本 新 聞 社 の「みなみパス会 員 」による「みなみアンケート」（インターネ

ット調 査 ）にて実 施  

有 効 回 答 数  600 人  

【性 別 】   男 性  50 .3％ 女 性  47 .5％ 不 明  2 .2％  

【年 齢 別 】   10 代  0 .7％ 20 代  2 .3％ 30 代  19 .5％ 40 代  9 .7％  

50 代  24 .3％ 60 代  29 .2％ 70 代 以 上  14 .3％  

【地 域 別 】  鹿 児 島 地 区 46 .5％ 南 薩 地 区  9 .8％ 北 薩 地 区  12 .5％  

        姶 良 ・伊 佐 地 区  19 .3％ 大 隅 地 区  10 .0％  

熊 毛 ・大 島 地 区  1 .8％ 

用  語  Ｄ ． Ｉ ． ＝ 「 良 い （ 良 く な る ） 」 － 「 悪 い （ 悪 く な る ） 」 、 「 増 え た （ 増 え る ） 」 － 「 減 っ た （ 減 る ） 」 、 い ず れ も 回 答 割 合  
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【調 査 結 果 のポイント】  

  現 在 の 暮 ら し 向 き に つ い て は「 悪 い 」（「 悪 い 」と「 ど ち ら か と い う と 悪 い 」の

合 計 ） が 44 .3％ と 最 も 多 く 、 次 に 「 普 通 」 44 .2％ 、「 良 い 」（「 良 い 」 と 「 ど ち

ら か と い う と 良 い 」の 合 計 ）11 .5％ の 順 と な っ た 。現 在 の 暮 ら し 向 き D.I .は ▲

32 .8 と な り 、前 回 調 査（ 2024 年 5 月 、以 下 前 回 ）か ら 14 .9 ポ イ ン ト 減 と 大 幅

に 下 落 し た 。 ま た 、 今 後 1 年 の 暮 ら し 向 き D.I .は ▲4 5.5 で 前 回 か ら 13 .7 ポ イ

ン ト 減 と な り 、 大 幅 に 悪 化 し た 。  

 

  将 来 の経 済 的 な不 安 要 素 については、「物 価 上 昇 」 が 81 .8％ と 最 も 多 く 、「 医 療 ・

介 護 費 の 負 担 増 」（ 5 3 .3％ ）、「 税 金 ・ 社 会 保 障 の 負 担 増 」（ 5 2 .2％ ） が 続 い た 。 

 

  1 年 前 と比 較 した家 計 収 入 については、「 変 わ ら な い 」が 44 .7％ と 最 も 多 く 、次 に

「 減 っ た 」（「 減 っ た 」と「 や や 減 っ た 」の 合 計 ） 31 .5％ 、「 増 え た 」（「 増 え た 」

と 「 や や 増 え た 」 の 合 計 ） 23 .8％ の 順 と な り 、 D.I .は ▲7 .7 と な っ た 。  
 
  1 年 前 と比 較 した家 計 支 出 については、「 増 え た 」（ 同 ） が 81 .7％ と 最 も 多 く 、 次

に 「 変 わ ら な い 」 12 .8％ 、「 減 っ た 」（ 同 ） 5 .5％ の 順 と な り 、 D.I .は 76 .2 と な

っ た 。   

 

  1 年 前 と比 較 した 実 質 賃 金 の体 感 は、「賃 金 上 昇 は物 価 上 昇 を 下 回 った 」（実 質 賃 金

減 ）が 39 .2％と最 も多 く、「賃 金 上 昇 は物 価 上 昇 を上 回 った」（実 質 賃 金 増 ）は 5 .5％に

とどまった。  
 
  物 価 高 ・ ト ラ ン プ 関 税 対 策 に つ い ては 、 「 ガ ソ リ ン 価 格 引 き 下 げ」 「 電 気 ・ ガ ス 代 補 助 」 の

賛 成 が約 9 割 と極 めて多 い一 方 、「消 費 減 税 」は反 対 が賛 成 を上 回 った。 

 

  ポイント収 集 （ポイ活 ）を実 施 している人 は 88 .6％となった。  
 

 

（ 1） 現 在 の 暮 ら し 向 き  

 現 在 の 暮 ら し 向 き に つ い て は「 悪 い 」（「 悪 い 」と 「 ど ち ら か と い う と 悪 い 」 の 合

計 ） が 44 .3％ と 最 も 多 く 、 次 に 「 普 通 」 44 .2％ 、「 良 い 」（「 良 い 」 と 「 ど ち ら か と

い う と 良 い 」 の 合 計 ） 11 .5％ の 順 と な っ た （ 図 表 1）。 2012 年 の 調 査 開 始 以 来 、 初

め て 「 悪 い 」 が 最 も 多 く な っ た 。 そ の 結 果 D.I .は ▲ 32 .8 と な り 、 前 回 調 査 （ 20 24

年 5 月 、 以 下 前 回 ） か ら 14 .9 ポ イ ン ト 減 と 大 幅 に 下 落 し た 。  

D . I .を 男 女 別 に み る と 女 性 よ り 男 性 の ほ う が 低 い（ 図 表 2）。ま た 、年 代 別 に み る

と 10 代 を 除 く 全 て の 年 代 で マ イ ナ ス と な り 、 全 年 代 で 前 回 か ら 悪 化 し た 。  

 

（ 2） 今 後 1 年 の 暮 ら し 向 き  

 今 後 1 年 の 暮 ら し 向 き に つ い て は 「 悪 く な る 」（「 悪 く な る 」 と 「 や や 悪 く な る 」
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の 合 計 ） が 56 .8％ と 最 も 多 く 、 次 い で 「 変 わ ら な い 」 31 .8％ 、「 良 く な る 」（「 良 く

な る 」と「 や や 良 く な る 」の 合 計 ） 11 .3％ の 順 と な っ た（ 図 表 3）。 D.I .は ▲45.5 と

前 回（ ▲ 31 .8）か ら 13 .7 ポ イ ン ト 減 と な り 、大 幅 に 悪 化 し た 。D.I .を 年 代 別 に み る

と 、10 代 を 除 く 全 て の 年 代 で マ イ ナ ス と な り 、全 年 代 で 前 回 か ら 悪 化 し た（ 図 表 4）。

年 代 が 上 が る ほ ど 先 行 き に 対 し て の 見 方 は 厳 し い 状 態 と な っ て い る 。  

 

（ 3） 将 来 の 経 済 的 な 不 安 要 素  

 将 来 の 経 済 的 な 不 安 要 素 に つ い て は 、前 回 同 様「 物 価 上 昇 」が 81 .8％ と 最 も 多 く

な り 、以 下 、「 医 療・介 護 費 の 負 担 増 」（ 53 .3％ ）、「 税 金・社 会 保 障 の 負 担 増 」（ 52 .2％ ）、

「 収 入 減 」（ 47 .7％ ） の 順 と な っ て い る （ 図 表 5 -1）。 前 回 と 比 較 し て 「 物 価 上 昇 」

が 7 .5 ポ イ ン ト 、「 収 入 減 」 が 3 .2 ポ イ ン ト 、「 ロ ー ン 返 済 の 負 担 増 」 が 2 .6 ポ イ ン

ト 上 昇 し た （ 図 表 5 -2）。  

 

（ 4） 家 計 収 入  

 1 年 前 と 比 較 し た 家 計 収 入 は「 変 わ ら な い 」が 44 .7％ と 最 も 多 く 、次 い で「 減

っ た 」（「 減 っ た 」と「 や や 減 っ た 」の 合 計 ） 31 .5％ 、「 増 え た 」（「 増 え た 」と「 や や

増 え た 」 の 合 計 ） 23 .8％ の 順 と な っ た （ 図 表 6）。 D.I .は ▲ 7 .7 と 前 回 か ら ほ ぼ 横 ば

い と な っ た 。 年 代 別 に み る と 、 20 代 、 60 代 を 除 く 全 て の 年 代 で 前 回 よ り D.I .が 改

善 し た （ 図 表 7）。  

 ま た 、今 後 の 家 計 収 入 の 増 減 に つ い て は「 変 わ ら な い 」が 45 .7％ と 最 も 多 く 、次

い で「 減 る 」（「 減 る 」と「 や や 減 る 」の 合 計 ） 38 .2％ 、「 増 え る 」（「 増 え る 」と「 や

や 増 え る 」の 合 計 ） 16 .1％ と な り 、D.I .は ▲ 22 .1 と な っ た（ 図 表 8）。年 代 別 に み る

と 、 50 代 以 上 の D.I .は マ イ ナ ス と な っ た （ 図 表 9）。  

 

（ 5） 家 計 支 出  

 1 年 前 と 比 較 し た 家 計 支 出 は 「 増 え た 」（「 増 え た 」 と 「 や や 増 え た 」 の 合 計 ） が

81 .7％ と 最 も 多 く 、次 い で「 変 わ ら な い 」 12 .8％ 、「 減 っ た 」（「 減 っ た 」と「 や や 減

っ た 」の 合 計 ）5 .5％ が 続 い た（ 図 表 10）。D.I .は 76 .2 と 前 回 か ら 2 .5 ポ イ ン ト 上 昇

し た 。 上 昇 幅 は 前 回 か ら 鈍 化 し た も の の 、 依 然 と し て 食 料 品 や 日 用 品 な ど 様 々 な 商

品 や サ ー ビ ス 価 格 の 値 上 げ が 続 い て お り 、 家 計 支 出 が 増 加 し て い る 。 年 代 別 に み て

も 全 て の 年 代 で 大 幅 な プ ラ ス と な っ た （ 図 表 11）。  
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ま た 、 今 後 の 家 計 支 出 の 増 減 に つ い て も 「 増 え る 」（「 増 え る 」 と 「 や や 増 え る 」

の 合 計 ） が 80 .5％ と 最 も 多 く 、 次 い で 「 変 わ ら な い 」 12 .7％ 、「 減 る 」（「 減 る 」 と

「 や や 減 る 」 の 合 計 ） 6 .9％ の 順 と な っ た （ 図 表 12）。 D.I .は 73 .6 と な り 、 年 代 別

に み て も 全 て の 年 代 で 大 幅 な プ ラ ス と な っ て い る （ 図 表 13）。  

 

（ 6） 1 年 前 と 比 較 し た 実 質 賃 金 の 体 感  

 1 年 前 と 比 較 し た 実 質 賃 金 の 体 感 は「 賃 金 上 昇 は 物 価 上 昇 を 下 回 っ た 」（ 実 質 賃 金

減 ）が 39 .2％ と 最 も 多 か っ た（ 図 表 14）。次 い で「 賃 金 は 上 昇 し な か っ た 」（ 32 .1％ ）

が 多 く 、「 賃 金 上 昇 と 物 価 上 昇 は 同 程 度 」（ 14 .0％ ）と な っ て お り 、「 賃 金 上 昇 は 物 価

上 昇 を 上 回 っ た 」（ 実 質 賃 金 増 ） は 5 .5％ に と ど ま っ た 。  

 

（ 7） 物 価 高 ・ ト ラ ン プ 関 税 対 策 に つ い て  

① 消 費 減 税  

 「 反 対 」（「 反 対 」と「 ど ち ら か と い う と 反 対 」の 合 計 ）が 48 .4％ と 最 も 多 く 、「 賛

成 」（「 賛 成 」と「 ど ち ら か と い う と 賛 成 」の 合 計 ） 35 .0％ 、「 わ か ら な い 」 16 .7％ と

な り 、「 反 対 」が「 賛 成 」を 13 .4 ポ イ ン ト 上 回 っ た（ 図 表 15 -① ）。ま た 、最 多 は「 反

対 」の 28 .2％ だ っ た 。同 政 策 に つ い て 、反 対 派 は「 財 源 が 不 安 」「 生 活 が 楽 に な る 」

「 物 価 高 対 策 と し て 有 効 」と の 回 答 が 多 く 、賛 成 派 は「 生 活 が 楽 に な る 」「 物 価 高 対

策 と し て 有 効 」「 消 費 増 な ど の 効 果 が あ る 」 と の 回 答 が 多 か っ た 。  

 

② 所 得 減 税  

 「 賛 成 」（「 賛 成 」と「 ど ち ら か と い う と 賛 成 」の 合 計 ）が 65 .5％ と 最 も 多 く 、「 反

対 」（「 反 対 」と「 ど ち ら か と い う と 反 対 」の 合 計 ） 18 .1％ 、「 わ か ら な い 」 16 .3％ と

な り 、「 賛 成 」が「 反 対 」を 47 .4 ポ イ ン ト 上 回 っ た（ 図 表 15 -② ）。ま た 、最 多 は「 ど

ち ら か と い う と 賛 成 」の 32 .8％ だ っ た 。同 政 策 に つ い て 、賛 成 派 は「 生 活 が 楽 に な

る 」「 物 価 高 対 策 と し て 有 効 」「 公 平 か つ 適 正 」 と の 回 答 が 多 く 、 反 対 派 は 「 財 源 が

不 安 」「 物 価 高 対 策 と し て 効 果 が な い 」「 消 費 増 な ど の 効 果 が な い 」 と の 回 答 が 多 か

っ た 。  

 

③ 低 所 得 者 向 け 給 付 金  

 「 賛 成 」（「 賛 成 」と「 ど ち ら か と い う と 賛 成 」の 合 計 ）が 44 .7％ と 最 も 多 く 、「 反
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対 」（「 反 対 」と「 ど ち ら か と い う と 反 対 」の 合 計 ） 41 .2％ 、「 わ か ら な い 」 14 .2％ と

な り 、「 賛 成 」が「 反 対 」を 3 .5 ポ イ ン ト 上 回 っ た（ 図 表 15-③ ）。ま た 、最 多 は「 ど

ち ら か と い う と 賛 成 」の 27 .0％ だ っ た 。同 政 策 に つ い て 、賛 成 派 は「 生 活 が 楽 に な

る 」「 財 源 が 不 安 」「 物 価 高 対 策 と し て 有 効 」 と の 回 答 が 多 く 、 反 対 派 は 「 財 源 が 不

安 」「 物 価 高 対 策 と し て 効 果 が な い 」「 消 費 増 な ど の 効 果 が な い 」 と の 回 答 が 多 か っ

た 。  

 

④ ガ ソ リ ン 価 格 引 き 下 げ  

 「 賛 成 」（「 賛 成 」と「 ど ち ら か と い う と 賛 成 」の 合 計 ）が 89 .3％ と 最 も 多 く 、「 反

対 」（「 反 対 」と「 ど ち ら か と い う と 反 対 」の 合 計 ） 7 .0％ 、「 わ か ら な い 」 3 .7％ と な

り 、「 賛 成 」が「 反 対 」を 82 .3 ポ イ ン ト 上 回 っ た（ 図 表 15-④ ）。ま た 、最 多 は「 賛

成 」 の 61 .0％ だ っ た 。 同 政 策 に つ い て 、 賛 成 派 は 「 生 活 が 楽 に な る 」「 物 価 高 対 策

と し て 有 効 」「 消 費 増 な ど の 効 果 が あ る 」 と の 回 答 が 多 く 、 反 対 派 は 「 財 源 が 不 安 」

「 物 価 高 対 策 と し て 効 果 が な い 」「 消 費 増 な ど の 効 果 が な い 」 と の 回 答 が 多 か っ た 。 

 

⑤ 電 気 ・ ガ ス 代 補 助  

 「 賛 成 」（「 賛 成 」と「 ど ち ら か と い う と 賛 成 」の 合 計 ）が 89 .2％ と 最 も 多 く 、「 反

対 」（「 反 対 」と「 ど ち ら か と い う と 反 対 」の 合 計 ） 7 .5％ 、「 わ か ら な い 」 3 .3％ と な

り 、「 賛 成 」が「 反 対 」を 81 .7 ポ イ ン ト 上 回 っ た（ 図 表 15-⑤ ）。ま た 、最 多 は「 賛

成 」 の 61 .2％ だ っ た 。 同 政 策 に つ い て 、 賛 成 派 は 「 生 活 が 楽 に な る 」「 物 価 高 対 策

と し て 有 効 」「 公 正 か つ 適 正 」 と の 回 答 が 多 く 、 反 対 派 は 「 財 源 が 不 安 」「 物 価 高 対

策 と し て 効 果 が な い 」「 消 費 増 な ど の 効 果 が な い 」「 社 会 保 障 政 策 と 比 較 し て 優 先 順

位 が 低 い 」 と の 回 答 が 多 か っ た 。  

 

 政 策 別 D.I .（「 賛 成 」か ら「 反 対 」を 差 し 引 い た も の ）を み る と 、「 ガ ソ リ ン 価 格

引 き 下 げ 」 と 「 電 気 ・ ガ ス 代 補 助 」 は い ず れ も 80 を 超 え 、「 所 得 減 税 」 も 47 .4 と

な る 一 方 で 、「 低 所 得 者 向 け 給 付 金 」 は 3 .5、「 消 費 減 税 」 は マ イ ナ ス と な っ た （ 図

表 15 -⑥ ）。  

 

（ 8） ポ イ ン ト 収 集 （ ポ イ 活 ） に つ い て  

各 種 ポ イ ン ト を 貯 め て い る （ ポ イ 活 を し て い る ） か 尋 ね た と こ ろ 、「 ど ち ら か と
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い う と 貯 め て い る 」 が 44 .8％ と 最 も 多 く 、「 積 極 的 に 貯 め て い る 」 が 43 .8％ と な っ

た（ 図 表 16）。 9 割 弱 が 何 ら か の ポ イ ン ト を 収 集 し て い る 。「 ど ち ら か と い う と 貯 め

て い な い 」 は 6 .3％ 、「 貯 め て い な い 、 関 心 が な い 」 は 5 .0％ と な っ た 。  

貯 め て い る ポ イ ン ト は 「 d ポ イ ン ト 」 が 52 .5％ と 最 も 多 く 、「 楽 天 」（ 51 .6％ ）、

「 P ayPa y」（ 48 .0％ ）、「 P on ta」（ 44 .8％ ） が 続 い た （ 図 表 17）。  

 

前 回 と 比 較 し て 暮 ら し 向 き は 現 在 、今 後 1 年 と も 大 き く 悪 化 し た 。家 計 収 入 の 回

復 傾 向 が 鈍 化 す る 一 方 で 、 コ メ な ど の 食 料 品 や 日 用 品 の 値 上 げ が 続 い て お り 、 家 計

支 出 は 増 加 傾 向 が 続 い て い る 。 そ の た め 、 実 質 賃 金 の 増 加 を 実 感 す る に は 程 遠 い こ

と が 背 景 に あ る 。  

政 府 が 検 討 し て い る 物 価 高・ト ラ ン プ 関 税 対 策 に つ い て は 、ガ ソ リ ン 価 格 引 き 下

げ や 電 気・ガ ス 代 補 助 へ の 支 持 が 極 め て 高 く 、所 得 税 減 税 に つ い て も 賛 成 が 6 割 強

と な る 一 方 で 、 消 費 税 の 減 税 に つ い て は 「 財 源 が 不 安 」 と の こ と で 反 対 と 考 え る 人

が 多 い 結 果 と な っ た 。 ま た 低 所 得 者 向 け 給 付 金 に つ い て も 賛 成 と 反 対 が 拮 抗 し た 。

そ う し た 中 、 今 回 の 調 査 結 果 か ら は 、 ポ イ ン ト を 収 集 す る な ど し て 物 価 高 を 乗 り 越

え よ う と す る 節 約 志 向 や 生 活 防 衛 意 識 の 高 ま り も 垣 間 見 え た 。  

今 後 は ト ラ ン プ 関 税 発 動 等 に よ り 、経 済 へ の 下 押 し 圧 力 や 先 行 き 不 透 明 感 が 強 ま

る こ と が 懸 念 さ れ て い る 。 よ う や く 見 え て き た 物 価 と 賃 金 の 好 循 環 に 向 け た 動 き に

水 を 差 す こ と に な れ ば 、 消 費 マ イ ン ド の 悪 化 を 通 じ て 、 県 内 景 況 の 改 善 の 足 か せ に

な る 。  

政 府 に お い て は 、限 ら れ た 財 源 を 効 率 的 に 配 分 し 、ま た 持 続 的 な 経 済 成 長 へ の ビ

ジ ョ ン を 示 し 、 国 民 の 将 来 不 安 を 軽 減 さ せ る た め の 施 策 を 実 行 す る こ と が 求 め ら れ

て い る 。  

 

（ 参 考 ） ユ ー ザ ー ロ ー カ ル A I テ キ ス ト マ イ ニ ン グ に よ る 分 析 （  h t t p s : / / t e x t m i n i n g . u s e r l o c a l . j p /  ）  

以 上  

     【本 件 に関 するお問 い合 わせ】  ㈱九 州 経 済 研 究 所 （ ℡  0 99 -225 -74 91）  
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図表1　現在の暮らし向き （単位：％）

良い 4.2 5.7 4.0
どちらかというと良い 9.0 11.2 7.5

普通 49.7 48.3 44.2
どちらかというと悪い 29.2 29.0 38.0

悪い 8.0 5.8 6.3
D.I. ▲ 24.0 ▲ 17.9 ▲ 32.8

現在の暮らし向きD.I.の推移
上記をグラフ化

注）16年までは年2回調査実施、17年以降は年1回調査に変更。

全体 ▲ 24.0 ▲ 17.9 ▲ 32.8

男性 ▲ 28.0 ▲ 19.6 ▲ 37.0
女性 ▲ 20.8 ▲ 16.7 ▲ 29.1

10代 50.0 33.4 25.0
20代 4.7 ▲ 11.1 ▲ 14.3
30代 1.0 ▲ 2.5 ▲ 18.0
40代 ▲ 33.9 ▲ 16.4 ▲ 31.0
50代 ▲ 33.7 ▲ 21.2 ▲ 27.4
60代 ▲ 23.8 ▲ 23.4 ▲ 49.2

70代以上 ▲ 34.2 ▲ 34.6 ▲ 36.0

図表3　今後1年の暮らし向き （単位：％）

良くなる 4.8 5.3 3.5

やや良くなる 8.0 9.7 7.8
変わらない 42.3 38.2 31.8

やや悪くなる 34.3 38.5 45.0
悪くなる 10.5 8.3 11.8

D.I. ▲ 32.0 ▲ 31.8 ▲ 45.5

上記をグラフ化 今後1年の暮らし向きD.I.の推移

図表4　今後1年の暮らし向きD.I.（年代別）

全体 ▲ 32.0 ▲ 31.8 ▲ 45.5

10代 0.0 0.0 0.0
20代 ▲ 9.5 ▲ 5.5 ▲ 7.2
30代 ▲ 11.0 ▲ 14.6 ▲ 23.9
40代 ▲ 30.7 ▲ 24.1 ▲ 43.0
50代 ▲ 36.7 ▲ 34.8 ▲ 44.6
60代 ▲ 42.7 ▲ 42.7 ▲ 57.2

70代以上 ▲ 45.6 ▲ 49.1 ▲ 62.8

項目 23年6月 24年5月 今回

年代 23年6月 24年5月 今回

図表2　現在の暮らし向きD.I.（男女別・年代別）

年代 23年6月 24年5月 今回

項目 23年6月 24年5月 今回

0.1 0.9
8.6

1.2

▲ 5.3

▲ 3.9

▲3.7

▲ 4.8

▲ 5.6
▲ 4.1

3.3 6.4 6.9

▲ 10.0

1.2

▲ 16.8

▲24.0

▲ 17.9

▲ 32.8
▲ 40

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0

10

4月 10月 4月 10月 4月 10月 4月 10月 4月 10月 4月 5月 5月 6月 5月 6月 6月 5月 5月

2012年 13年 14年 15年 16年 17年18年19年20年21年22年23年24年25年

▲ 29.9

▲ 30.0

▲ 0.6

▲ 23.6

▲ 24.4

▲ 26.3

▲ 16.5

▲ 21.7

▲ 33.3

▲ 26.7

▲ 18.0
▲ 16.0

▲ 21.2

▲ 38.4

▲ 17.2

▲ 26.4

▲32.0

▲ 31.8

▲ 45.5▲ 50

▲ 40

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0

4月 10月 4月 10月 4月 10月 4月 10月 4月 10月 4月 5月 5月 6月 5月 6月 6月 5月 5月

2012年 13年 14年 15年 16年 17年18年19年20年21年22年23年24年25年

4.2

5.7

4.0

9.0

11.2

7.5

49.7

48.3

44.2

29.2

29.0

38.0

8.0

5.8

6.3
0% 20% 40% 60% 80% 100%

23年6月

24年5月

今回

良い どちらかというと良い 普通 どちらかというと悪い 悪い

4.8

5.3

3.5

8.0

9.7

7.8

42.3

38.2

31.8

34.3

38.5

45.0

10.5

8.3

11.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

23年6月

24年5月

今回

良くなる やや良くなる 変わらない やや悪くなる 悪くなる

11.5

44.3

11.3

56.8

 

資料（ 図 表 に よ っ て は 四 捨 五 入 の 関 係 上 、 合 計 が 100 に な ら な い 場 合 が あ る ）  
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図 表 5-1  将 来 の 経 済 的 な 不 安 要 素  
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図 表 5-2  不 安 要 素 の 推 移  
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図表6　家計収入（1年前比） （単位：％） 家計収入D.I.の推移

増えた 5.3 4.5 5.5

やや増えた 16.7 17.5 18.3
変わらない 42.7 48.2 44.7
やや減った 24.0 19.2 19.7

減った 11.3 10.7 11.8
D.I. ▲ 13.3 ▲ 7.9 ▲ 7.7

図表7　家計収入D.I.（年代別）

全体 ▲ 13.3 ▲ 7.9 ▲ 7.7

10代 ▲ 100.0 ▲ 16.7 25.0
20代 28.6 50.1 42.9
30代 8.0 13.8 26.5
40代 0.1 11.3 15.5
50代 ▲ 14.9 ▲ 7.6 ▲ 6.2
60代 ▲ 33.6 ▲ 27.5 ▲ 34.3

70代以上 ▲ 51.4 ▲ 38.1 ▲ 27.9

図表8　今後の家計収入 （単位：％） 図表9　今後の家計収入D.I.（年代別）
項目 今回 年代 今回

増える 4.3 全体 ▲ 22.1

やや増える 11.8 10代 25.0
変わらない 45.7 20代 35.8
やや減る 24.7 30代 8.5

減る 13.5 40代 13.7
D.I. ▲ 22.1 50代 ▲ 24.6

60代 ▲ 48.0
70代以上 ▲ 41.8

図表10　家計支出（1年前比） （単位：％） 家計支出D.I.の推移

増えた 36.2 35.8 44.5

やや増えた 35.8 42.7 37.2
変わらない 18.3 16.7 12.8
やや減った 6.5 3.5 4.3

減った 3.2 1.3 1.2
D.I. 62.3 73.7 76.2

図表11　家計支出D.I.（年代別）

全体 62.3 73.7 76.2

10代 0.0 50.0 50.0
20代 57.1 61.0 78.6
30代 72.0 80.2 82.9
40代 75.0 91.2 81.1
50代 53.7 68.3 72.6
60代 54.6 70.7 75.4

70代以上 71.4 65.5 72.1

図表12　今後の家計支出　（単位：％） 図表13　今後の家計支出D.I.（年代別）
項目 今回 年代 今回

増える 41.8 全体 73.6

やや増える 38.7 10代 50.0
変わらない 12.7 20代 71.4
やや減る 5.2 30代 79.5

減る 1.7 40代 77.6
D.I. 73.6 50代 73.2

60代 72.6
70代以上 67.4

項目 23年6月 24年5月 今回

年代 23年6月 24年5月 今回

項目 23年6月 24年5月 今回

年代 23年6月 24年5月 今回
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図 表 14  1 年 前 と 比 較 した実 質 賃 金 の 体 感  

（単位：％）

賃金上昇が物価上昇
を上回った

（実質賃金増）

賃金上昇と物価上昇
は同程度

賃金上昇は物価上昇
を下回った

（実質賃金減）

賃金は上昇しなかっ
た

わからない

全体 5.5 14.0 39.2 32.1 9.3

男性 6.2 14.7 40.8 31.3 7.1

女性 4.5 12.9 38.3 33.3 10.9

10代 0.0 0.0 0.0 50.0 50.0

20代 14.3 50.0 14.3 7.1 14.3

30代 5.8 17.3 40.4 22.1 14.4

40代 7.0 21.1 42.1 24.6 5.3

50代 5.6 10.3 43.7 31.7 8.7

60代 4.2 6.3 34.7 48.4 6.3

70代以上 0.0 13.0 39.1 43.5 4.3

注）企業などから給与（賃金）をもらっている人（421人）のみ回答  

 

図 表 15  物 価 高 ・トラン プ関 税 対 策 に ついて  

①消 費 減 税  

反対派の上位意見（％） 賛成派の上位意見（％）

財源が不安 45.5 生活が楽になる 48.1

生活が楽になる 30.3 物価高対策として有効 44.8

物価高対策として有効 30.3 消費増などの効果がある 35.2

※「反対」「どちらかというと反対」 ※「賛成」「どちらかというと賛成」

【全体意見】

37.5 

35.5 

34.0 

22.7 

22.5 

14.8 

9.7 

9.5 

7.7 

6.0 

0 10 20 30 40

財源が不安

生活が楽になる

物価高対策として有効

公平かつ適正

消費増などの効果がある

景気拡大につながる

事務負担が大きい

物価高対策として効果がない

消費増などの効果がない

社会保障政策と比較して優先順位が低い

（％）

賛成 16.2

どちらかという

と賛成 18.8

どちらかという

と反対 20.2

反対 28.2

わからない
16.7

反対 48.4％

賛成 35.0％
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②所 得 減 税  

反対派の上位意見（％） 賛成派の上位意見（％）

財源が不安 54.1 生活が楽になる 42.2

物価高対策として効果がない 25.7 物価高対策として有効 27.2

消費増などの効果がない 19.3 公平かつ適正 24.7

※「反対」「どちらかというと反対」 ※「賛成」「どちらかというと賛成」

【全体意見】

賛成 32.7

どちらかという

と賛成 32.8

どちらかと

いうと反対
12.3

反対 5.8

わからない
16.3

反対 18.1％

賛成 65.5％

33.2 

32.7 

20.8 

19.8 

16.3 

14.3 

9.3 

8.0 

7.8 

6.0 

0 10 20 30 40

財源が不安

生活が楽になる

物価高対策として有効

公平かつ適正

消費増などの効果がある

景気拡大につながる

物価高対策として効果がない

消費増などの効果がない

事務負担が大きい

社会保障政策と比較して優先順位が低い

（％）

 
③低 所 得 者 向 け給 付 金  

反対派の上位意見（％） 賛成派の上位意見（％）

財源が不安 44.5 生活が楽になる 46.3

物価高対策として効果がない 33.2 財源が不安 25.0

消費増などの効果がない 25.1 物価高対策として有効 22.4

※「反対」「どちらかというと反対」 ※「賛成」「どちらかというと賛成」

【全体意見】

賛成 17.7 

どちらかという

と賛成 27.0 

どちらかという

と反対 19.5 

反対 21.7 

わからない
14.2 

反対 41.2％

賛成 44.7％

36.3 

24.5 

18.3 
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12.8 
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消費増などの効果がない

公平かつ適正

物価高対策として有効

事務負担が大きい

消費増などの効果がある

社会保障政策と比較して優先順位が低い

景気拡大につながる

（％）
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④ガ ソリン価 格 引 き 下 げ  

反対派の上位意見（％） 賛成派の上位意見（％）

財源が不安 64.3 生活が楽になる 52.2

物価高対策として効果がない 26.2 物価高対策として有効 37.7

消費増などの効果がない 16.7 消費増などの効果がある 20.0

※「反対」「どちらかというと反対」 ※「賛成」「どちらかというと賛成」

【全体意見】

賛成 61.0 

どちらかという

と賛成 28.3 

どちらかという

と反対 3.8 

反対 3.2 わからない
3.7 

反対 7.0％

賛成 89.3％

47.5 

34.0 

22.3 

18.0 

17.2 

13.3 

4.5 

4.0 

2.7 

1.8 

0 10 20 30 40 50

生活が楽になる

物価高対策として有効

財源が不安

消費増などの効果がある

公平かつ適正

景気拡大につながる

物価高対策として効果がない

消費増などの効果がない

事務負担が大きい

社会保障政策と比較して優先順位が低い

（％）

 

⑤電 気 ・ガス代 補 助  

反対派の上位意見（％） 賛成派の上位意見（％）

財源が不安 62.2 生活が楽になる 59.8

物価高対策として効果がない 28.9 物価高対策として有効 34.8

消費増などの効果がない 17.8 公正かつ適正 21.7

社会保障政策と比較して優先順位が低い 17.8 ※「賛成」「どちらかというと賛成」

※「反対」「どちらかというと反対」

【全体意見】

賛成 61.2 

どちらかという

と賛成 28.0 

どちらかという

と反対 4.3 

反対 3.2 わからない
3.3 

反対 7.5％

賛成 89.2％
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12.7 
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公平かつ適正

消費増などの効果がある

景気拡大につながる

物価高対策として効果がない

消費増などの効果がない

事務負担が大きい

社会保障政策と比較して優先順位が低い

（％）
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⑥政 策 別 ＤＩ （男 女 別 、 年 代 別 ） 

消費減税 所得減税 低所得者向け給付金 ガソリン価格引き下げ 電気・ガス代補助

全体 ▲ 13.4 47.4 3.5 82.3 81.7

男性 ▲ 13.6 54.2 ▲ 4.7 77.4 74.8

女性 ▲ 13.8 39.7 12.3 87.0 89.1

10代 ▲ 25.0 25.0 25.0 75.0 75.0

20代 42.9 71.5 ▲ 14.3 92.9 78.6

30代 9.4 50.4 ▲ 29.0 81.2 80.3

40代 0.0 41.4 ▲ 31.1 77.6 77.5

50代 ▲ 15.0 54.2 ▲ 0.6 78.7 76.1

60代 ▲ 29.1 48.6 28.6 89.2 90.9

70代以上 ▲ 26.7 30.2 29.1 77.9 77.9

注）ＤＩは「賛成」「どちらかというと賛成」の合計から「反対」「どちらかというと反対」の合計を差し引いたもの  

 

図 表 16  ポイント活 動 （ポイ 活 ）について  

積極的に貯めている
どちらかというと

貯めている
どちらかというと
貯めていない

貯めていない、
関心がない

全体 43.8 44.8 6.3 5.0

男性 38.4 46.7 8.3 6.6

女性 49.8 42.8 4.2 3.2

10代 25.0 50.0 0.0 25.0

20代 50.0 50.0 0.0 0.0

30代 52.1 37.6 3.4 6.8

40代 55.2 37.9 3.4 3.4

50代 41.8 52.1 4.8 1.4

60代 41.7 42.9 9.1 6.3

70代以上 32.6 50.0 10.5 7.0  
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図 表 17  貯 めて いるポ イント（n=532）  

52.5 
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0.8 

0 10 20 30 40 50 60

ｄポイント

楽天

PayPay

Ponta

Vポイント（旧Tポイント）

スーパーマーケットのポイント

Payどん

ドラッグストアのポイント

WAON

アマゾン

家電量販店のポイント

LINE

ファミペイ

航空系（マイル）

au

電気・ガス会社のポイント

nanaco

アンケートモニターサイト

鉄道（交通）系ICカードのポイント

その他

(%)

 
注 ） ポ イ ン ト を 「 積 極 的 に 貯 め て い る 」 「 ど ち ら か と い う と 貯 め て い る 」 と 回 答 し た 方 の み  

 

【参 考 】 物 価 高 ・トランプ関 税 対 策 に 寄 せられた 自 由 意 見 をベースと し たテキストマイニング 

 

注 ） ユ ー ザ ー ロ ー カ ル A I テ キ ス ト マ イ ニ ン グ に よ る 分 析 （  h t t p s : / / t e x t m i n i n g . u s e r l o c a l . j p /  ）  

 

 


